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成長産業振興室　産業創造課

　 　管理グループ
　 　産業化戦略グループ
　 　新エネルギー産業グループ
管理グループ

１　室の庶務、連絡調整

室の一般庶務事項を掌理するとともに、室内の連絡調整に関する事務を実施した。

産業化戦略グループ

１　室の企画、連絡調整
成長産業振興室施策に関し、室内の連絡調整に関する事務を実施した。
２　SDGsビジネス創出支援事業
府内企業が本業として取り組むSDGsビジネスを支援するために、自社でまかなえない技術や資金等を持つ企業、金融機関、投資家、大学等「共創パートナー」とのビジネスマッチングの場を提供し、継続的な伴走支援を実施した。

事業化着手実績：10件（目標：20件）
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	3,119
	3,119
	5,956

	決算額（千円）
	3,112
	3,083
	5,912


３　バイオプラスチックビジネス等推進事業
脱炭素や海洋プラスチックごみ問題の解決に寄与する、バイオプラスチック製品のビジネス化に挑戦する府内中小企業の取組みを、万博の機会も活用して加速させるため、ビジネス化に向けた課題やニーズに関する調査分析を実施した。
調査事業委託：１社　ヒアリング件数：77件
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	24,120
	9,083
	9,083

	決算額（千円）
	24,113
	5,648
	4,062


４　中小企業ＤＸ推進支援事業
デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進について具体的な課題を有する府内中小企業に対し、課題に応じた講座・セミナー及び伴走支援を（公財）大阪産業局において展開した。それにより中小企業に具体的なアクションを促し、ＤＸ推進を重点的に支援した。
令和４年度より、事業費を「大阪府中小企業支援交付金」として商工労働総務課において交付した。同財団における事業の実施にあたり、協議・調整を行うことで、同財団の中小企業ＤＸ推進支援機能の強化に努めた。
会社内で業務改革等具体的なアクションに着手した企業：55社（目標：50社）
	
	令和４年度
	令和３年度

	予算額（千円）
	10,000
	40,233

	決算額（千円）
	10,000
	35,608


５　空飛ぶクルマ都市型ビジネス創造都市推進事業
大阪での空飛ぶクルマ実現に向けた「大阪版ロードマップ」（令和４年３月策定）に基づき、離着陸場の設置場所、ビジネス開発、社会受容性向上など、大阪での取組が必要な課題について調査・検討するとともに、実証実験などの事業者主体の各種取組を支援した。
・社会受容性の向上に資するシンポジウムの開催：513名（来場者数）
・補助金交付：８件
	
	令和４年度
	令和３年度

	予算額（千円）
	125,125
	20,000

	決算額（千円）
	119,248
	13,577


６　科学技術の振興
大阪における創造的科学技術の振興を図り、明日の人類社会に貢献することを目的とする顕彰制度「大阪科学賞」について、大阪市、一般財団法人大阪科学技術センターとの共催により実施した。

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	1,150
	1,150
	1,150

	決算額（千円）
	1,150
	1,150
	1,150


新エネルギー産業グループ

１　エネルギー産業創出促進事業　
蓄電池、水素・燃料電池、再生可能エネルギー等の新たな用途・市場開拓に向けて、府内中小企業等の研究開発及びエネルギー産業に密接な関わりがあるAI、IoT等の技術革新に関連する先端技術の実証実験の取組みを資金面から支援した。
・補助金交付：９企業
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	24,689
	29,675
	33,983

	決算額（千円）
	21,648
	28,048
	27,983


２　中小企業スマートエネルギービジネス拡大事業
(1)イノベーションのコーディネート
大手・中堅企業（※1 SEP企業）の技術ニーズと中小企業（※2 SIN会員を主とした技術提案企業）の技術シーズのマッチングの機会を設け、エネルギー分野関連におけるビジネスチャンスの創出・拡大に向けて取り組んだ。

※1　SEP企業数：129社（令和５年３月31日時点）
※2　SIN会員数：250社（令和５年３月31日時点）
・ビジネスマッチング・支援セミナーの開催
Motto OSAKAオープンイノベーションフォーラム　
（参加企業等）7月：100社130名、令和5年2月：70社83名
一般非公開（セミオープン）型オープンイノベーション
（参加企業等）7月：43社91名
Motto OSAKA技術シーズ商談会　
（参加企業等）11月：20社23名、令和5年1月：27社35名
・マッチング件数：96件
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度


	予算額（千円）
	1,784
	1,739
	1,398

	決算額（千円）
	1,523
	1,064
	567


(2) 中小企業への技術提案支援

エネルギービジネス分野への参入、企業間のネットワーク強化を目的とした事業化支援セミナーや動画を活用した効果的な自社PR等を学び、実際に動画を作成する戦略的技術提案講座を実施した。
・技術提案力向上講座
（参加人数）11月：9名、12月：9名
・事業化支援セミナー（会場・オンライン配信）
（参加人数）343名
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	499
	544
	337

	決算額（千円）
	370
	102
	7


３　エネルギービジネス推進事業
蓄電池、水素・燃料電池、海外ビジネス、再生可能エネルギーの専門人材らの知的・人的資産等を活用し、国や業界団体、支援機関等とも連携しながら、連携企業のさらなる発展及び新規事業化への果敢な取組みに対する支援を行った。
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	5,026
	10,168
	10,863

	決算額（千円）
	3,873
	 8,358
	8,806


４　水素関連ビジネス創出基盤形成事業

水素関連事業の今後の取組みの方向性を示す「H2Osakaビジョン」に基づき、産学官プラットフォーム「H2Osakaビジョン推進会議」を運営した。
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	277
	278
	245

	決算額（千円）
	126
	58
	66


５　【新規】カーボンニュートラル技術開発・実証事業費補助金　
万博における、カーボンニュートラルに資する最先端技術の実証・実装を目指し、試作設計や開発・実証を行う事業者に対し、必要な経費の一部を補助し、支援した。
・補助金交付：８事業
	
	令和４年度

	予算額（千円）
	466,313

	決算額（千円）
	282,296


成長産業振興室　国際ビジネス・企業誘致課

　 　誘致推進グループ
　 　ビジネスグローバル化支援グループ
誘致推進グループ　

１　国家戦略特区等に関するプロモーション活動の展開
国家戦略特区等のメリットや大阪の投資魅力を府内外に広く発信するセミナーを開催する等、プロモーション活動を実施。
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	3,142
	2,842
	1,145

	決算額（千円）
	2,679
	1,605
	  771


２　産業立地賃貸事業

「テクノステージ和泉」及び「津田サイエンスヒルズ」の事業用土地を定期借地方式により中小企業に対して貸し付け。（事業期間　平成25年3月29日～最長令和23年3月31日）

公正証書の規定に基づき、賃貸借契約期間中に、土地の買取りを希望する借主に対し売買契約を締結。

 (1)「テクノステージ和泉」

・場所：和泉市テクノステージ3丁目

・面積等：12,361.57㎡（3社3区画） 

(2)「津田サイエンスヒルズ」

・場所：枚方市津田山手2丁目

・面積等：29,959.93㎡（2社3区画）
（貸付料収入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	テクノステージ和泉
	48,960
	74,104
	 84,201

	津田サイエンスヒルズ
	47,624
	47,485
	 47,485

	計
	96,584
	121,589
	131,686


（土地売却収入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	テクノステージ和泉
	164,626
（1区画、3,129.78㎡）
	644,865
（4区画、
12,447.08㎡）
	0

	津田サイエンスヒルズ
	0
	0
	0

	計
	164,626
	644,865
	0


３　泉佐野丘陵部府有地管理事業

当該府有地の維持管理を実施し、その一部の民間施設導入用地において、民間事業者による太陽光発電事業が実施された。

（貸付料収入）
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	1,556
	1,556
	1,556

	決算額（千円）
	1,556
	1,556
	1,556


４　産業立地促進事業 
 (1)企業立地促進補助金

補助対象地域で工場又は研究開発施設を設置する企業に対して、必要な資金の一部を補助した。

①　府内投資促進補助金

　　（対象事業者）

a　産業集積促進地域における工場等の立地に対するもの

　　　　　　産業集積促進地域内で工場又は研究開発施設の新築・増改築を行う中小企業

　　b　先端産業の研究開発施設に対するもの

　　　　　　補助対象地域において、バイオ・ライフサイエンス、ロボット、情報家電、新エネルギー等の分野のうち、先端的な産業と認める研究開発施設の新築・増改築を行う中小企業

　　（補助対象、補助率、限度額（a、bとも共通））

・家屋及び償却資産の10％以内、限度額3千万円

・操業開始の翌(々)年度にかかる法人事業税相当額の50％、限度額2千万円

②　外資系企業等進出促進補助金

　　（対象事業者）

　　　　府内において、本社を設置する外資系企業等

　　（補助対象、補助率、限度額）

・家屋取得の場合、家屋及び償却資産の5％、

常用雇用者等数に応じ、最大限度額1億円

・家屋賃借の場合、家屋賃料等の1/3、

常用雇用者等数に応じ、最大限度額6千万円

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	352,401
	1,098,614
	1,107,477

	決算額（千円）
	299,655
	1,061,095
	1,041,710


（補助金）
(2) 産業立地促進融資制度

府内の産業拠点への立地に必要な資金に係る融資制度（平成23年度で融資終了（預託は令和４年度まで））

（融資条件）

・融資対象　　知事が指定する産業拠点における、当該拠点整備の目的に適合した
産業施設の立地事業

・融資限度額　設備資金10億円　　運転資金5千万円（合計10億円）

・融資期間　　設備資金15年以内　運転資金7年以内

・融資利率　　年1.6％（事業最終年度の融資利率）

（貸付金）

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	1,580
	5,530
	13,080

	決算額（千円）
	1,580
	5,530
	13,080


ビジネスグローバル化支援グループ　
１　外国企業誘致活動の推進

府・大阪市・大阪商工会議所の三者で設置した「大阪外国企業誘致センター（O-BIC）」を通じ、外国企業への情報提供、各種サービスの提供などのプロモーション活動を行った。
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	7,220
	7,220
	7,600

	決算額（千円）
	6,277
	5,932
	5,421


※ O-BICの運営母体である大阪対外ビジネス・プロモーション協議会に対して支出
２　先端産業分野の国際ビジネス交流の促進
大阪が強みを持つ先端産業分野において、独立行政法人日本貿易振興機構大阪本部と共同で、海外で開催される国際見本市での出展支援や、大阪へ投資意欲のある海外企業との商談会を行うことにより、大阪企業の海外ビジネス展開に資する商談機会を提供するとともに、大阪への先端産業分野での投資を促進した。
(1)医療機器国際見本市「MEDICA2022」への出展


・日程：令和４年11月14日～11月17日

・会場：ドイツ　デュッセルドルフ見本市会場


・出展企業：４社

・商談件数：148件
(2)英国Unimed社招聘による府内企業の商談サポート

・日程：令和５年１月15日～20日

・商談参加企業数：11社
（負担金）

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	10,973
	10,973
	11,151

	決算額（千円）
	10,244
	10,973
	10,551


３　輸出手形損失てん補
政府の輸出手形保険の追加補償制度として実施した輸出手形金額の15％（大阪市内の業者の場合は7.5％）の損失てん補の回収金を収納。

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	回収金額（千円）
	1,613
	1,483
	  1,473


根拠法令：貿易保険法、大阪府輸出手形損失てん補規則

４　国際ビジネス支援事業の運営支援
（1）上海事務所での企業支援
公益財団法人大阪産業局とともに、上海に海外事務所を設置し、地域の経済情報の収集・提供、進出企業支援、相談会や経済セミナーの実施、現地企業との商談支援など、府内中小企業の海外ビジネス支援を実施した。
（負担金）

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	　　22,318
	　　 21,415
	　　 42,064

	決算額（千円）
	　　19,847
	　　 21,415
	　　 36,568


（2）大阪ビジネスサポートデスクの運営

（公財）大阪産業局において、海外各都市の日系企業に委託して「ビジネスサポートデスク」を４地域に設置し、府内中小企業等の海外ビジネス支援を実施した。
令和３年度より、事業費を「大阪府中小企業支援交付金」として商工労働総務課において交付。同財団における事業の実施にあたり、協議・調整を行うことで、同財団の国際ビジネス支援機能の強化に努めた。
設置地域：インド、タイ、ベトナム、ミャンマー

５　独立行政法人日本貿易振興機構大阪本部への助成
 (1)海外環境ビジネスプラットフォーム事業補助金
水素・燃電池、蓄電池分野について海外のバイヤーと府内中小企業との商談会開催に係る事業へ補助。

・日程：令和４年11月９日～令和５年３月１日

　　　・場所：オンライン
　　　・バイヤー数：16社（ドイツ、英国、中国、米国の4ヶ国）
　　　・支援企業数：20社
　　　・商談件数：28件
（補助金）
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	4,275
	4,275
	4,500

	決算額（千円）
	3,782
	4,247
	3,138


(2)貿易投資相談事業補助金
府内企業の貿易や投資を推進するための府内企業の特性に応じた貿易投資相談事業へ補助。
（補助金）
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	4,298
	4,298
	4,525

	決算額（千円）
	4,298
	4,298
	4,525


６　海外との事業者間交流の促進
(1)海外トッププロモーション
副知事をトップとして府代表団を派遣。府内企業と現地企業との経済交流促進に向け、政府機関や経済団体等との関係を構築した。
　　　・日　　程：令和５年２月13日～18日

　　　・訪問都市：アメリカ（カリフォルニア州）

　　　・内　　容：

‐現地政府機関を訪問し、クリーンエネルギー分野等におけるビジネス促進に向けた協力関係を強化

‐「空飛ぶクルマ」で世界をリードする現地企業を視察し、大阪におけるビジネス展開の促進に向けた関係を構築

‐府内企業と現地企業との経済交流促進に向け、経済団体等と意見交換を実施
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	7,804
	6,217
	5,662

	決算額（千円）
	8,189
	1,011
	    0


(2)有望市場販路開拓促進
（公財）大阪産業局において、アジアにおいて消費ニーズのある分野を中心に、府内中小企業の海外販路開拓を図ることを目的に、製造・卸・小売など幅広い分野を対象とし、インドネシア企業とのオンライン商談会を実施した。
令和３年度より、事業費を「大阪府中小企業支援交付金」として商工労働総務課において交付。同財団における事業の実施にあたり、協議・調整を行うことで、同財団の国際ビジネス支援機能の強化に努めた。
７　海外駐在（派遣）予定者等の研修

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	　　　－
	        390
	        404

	決算額（千円）
	　　　－
	        381
	        388

	派　　遣　　先
	　　　－
	2箇所
	2箇所


海外駐在（派遣）予定者を語学研修等に派遣。

※令和4年度は新規派遣者なし。
成長産業振興室　ライフサイエンス産業課
推進グループ・調整グループ

推進グループ・調整グループ　　

１　大阪ライフサイエンス推進事業の実施
(1)海外ビジネス展開等支援事業

　国際ライフサイエンス関連イベントへの出展等により、国内及び海外クラスターとの交流・連携を推進した。

また、ライフサイエンス分野における中小・ベンチャー企業のグローバル展開を支援するため、海外企業とのパートナリングイベント等を開催した。

　　○BioJapanへの出展
　　　・主　催　　BioJapan組織委員会
株式会社JTBコミュニケーションデザイン
　　　・日　程　　令和4年10月12～14日
　　　・場　所　　パシフィコ横浜
・効　果　　①府のPR
ブース来場者数：504名
面談件数　　　：24件

②中小・ベンチャー企業支援
出展企業　　　：３社
総面談件数　　：118件

○欧州ライフサイエンス企業とのパートナリングイベント
　　　・主　催　　大阪府、日欧産業協力センター、エンタープライズ・ヨーロッパ・ネットワーク

　　　・日　程　　令和4年10月11日
　　　　　　　　　（オンライン面談　令和4年9月26日～30日、10月12日～21日）

　　　・場　所　　ホテル阪急インターナショナル

　　　・参加者等　日本側企業･団体50社、欧州側企業15カ国84社
　　　　　　　　　面談数260件

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	15,887
	12,737
	9,325

	決算額（千円）
	15,087
	12,160
	7,473


　(2)特区の推進

　　①関西イノベーション国際戦略総合特区
ライフサイエンス分野については、令和5年3月までに計41案件の計画認定を受け、法令等に基づく報告を行った。また、令和4年3月25日付けで令和4年度から5年間の新計画（第3期計画）の認定を受けた。
　　②関西圏国家戦略特区

ライフサイエンス分野については、令和5年3月までに計7事業の計画認定を受け、法令等に基づく報告を行った。

　
(3)大阪バイオ・ヘッドクオーター事務局の運営

大阪のライフサイエンス産業の発展をめざし、WEBによる国内外への情報発信やメールマガジン配信を行うヘッドクオーター事務局業務を遂行した。
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	12,555
	12,555
	13,096

	決算額（千円）
	11,623
	10,397
	11,061


　(4)大阪バイオファンドの運営

ライフサイエンス分野のベンチャー企業を支援するため、府及び製薬企業・医療機器メーカーなどの出資により組成した「大阪バイオファンド」について、令和４年12月31日に存続期間を満了し、投資事業組合の清算人から令和５年３月10日付け残余財産の分配金の収入及び財産処分の報告を受けた。

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	分配金額（千円）
	1,384
	0
	25,852

	累計分配金額（千円）
	35,179
	33,795
	33,795


２　未来医療国際拠点の形成
　再生医療等の実用化、産業化に取り組む「未来医療国際拠点」（中之島）の形成をめざし、安定的な拠点運営に向けた環境整備を行った。
３　北大阪健康医療都市（健都）形成推進事業の実施

　(1)健都クラスター推進協議会運営事業
国立循環器病研究センターとその周辺を健康・医療の拠点とすることをめざし、関係機関の実務者による協議会を運営するとともに、広報活動や、国立健康・栄養研究所の円滑な移転に向けた調整を行った。
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	904
	804
	804

	決算額（千円）
	467
	358
	487


　(2)健都コーディネート機能構築事業
　  健都内外をつなぐワンストップ窓口となる機能構築に向けて、窓口の試行運用、国立研究開発法人国立循環器病研究センターまたは国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所との連携体制の構築や健都における実証事業等を促進するためのイベント等を行った。

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	5,021
	4,889
	1,071

	決算額（千円）
	4,973
	4,881
	783


（3）国立健康・栄養研究所設備補助金
　　 国立健康・栄養研究所の移転に伴い、産学官連携の拠点にふさわしい先端設備等の導入に要する費用の補助を行った。
	
	令和４年度

	予算額（千円）
	80,000

	決算額（千円）
	80,000


４　彩都の拠点性の維持・向上
(1)彩都バイオベンチャー設備費補助事業

彩都へのバイオベンチャーの集積を図るため、彩都に立地する3棟のバイオインキュベーション施設に入居するバイオベンチャーが研究開発を行うために導入した設備に対し補助を行った。
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	4,885
	6,998
	7,252

	決算額（千円）
	2,895
	5,959
	5,721


　(2)彩都バイオイノベーションセンター運営事業費補助事業

府及び茨木市の要請により独立行政法人中小企業基盤整備機構が整備、開設した「彩都バイオイノベーションセンター」の安定的な運営と入居者支援機能を確保することを目的に、同施設の運営者に対し補助を行った。
	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	23,884
	23,884
	23,884

	決算額（千円）
	23,884
	23,884
	23,884


５　ライフサイエンススタートアップ・エコシステム検討事業
　　彩都・健都・中之島（未来医療国際拠点）の3拠点が連携した、ライフサイエンス分野におけるスタートアップエコシステムの構築に向け、課題を整理するとともに、拠点のラボ運営事業者の役割や取り組みを盛り込んだアクションプランを策定した。
	
	令和４年度
	令和３年度

	予算額（千円）
	5,744
	5,737

	決算額（千円）
	5,695
	5,502


６　医薬品医療機器総合機構（PMDA）関西支部支援体制確立事業

　　医薬品・医療機器等の早期実用化に関する大阪・関西の大学・研究機関、企業における取組みを支援するため、開発初期から高度・専門的な各種相談を実施するPMDA関西支部の利用促進を図った。

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	予算額（千円）
	1,260
	7,525
	12,320

	決算額（千円）
	560
	700
	6,335


７　再生医療産業化推進事業（再生医療情報発信事業）
　　大阪・関西万博をインパクトに、万博のテーマと親和性の高い大阪・関西の再生医療等のポテンシャルを国内外に発信するため、情報発信等のあり方の検討を行い、包括的な計画を策定した。
	
	令和４年度

	予算額（千円）
	29,099

	決算額（千円）
	29,098


８　再生医療産業化推進事業（再生医療サプライチェーン調査検討事業）

　「未来医療国際拠点」（中之島）が備える機能である再生医療の産業化推進プラットフォームのあり方について、再生医療の将来需要等を踏まえて調査検討を行った。

	
	令和４年度

	予算額（千円）
	15,428

	決算額（千円）
	15,310


９　ライフサイエンス海外プロモーション事業
　ライフサイエンス分野の企業や大学等研究機関の専門家を読者に持つ国際的な科学誌Natureに大阪におけるライフサイエンス産業に関する特集記事を掲載し、全世界に情報発信を行った。
	
	令和４年度

	予算額（千円）
	5,547

	決算額（千円）
	5,547


１０　ライフサイエンス系ラボ施設整備促進調査事業費
　　ライフサイエンス分野の成長過程にある中小・ベンチャー企業の府内定着化に向けて、民間による設備投資を促進するための調査事業を行った。
	
	令和４年度

	予算額（千円）
	3,046

	決算額（千円）
	2,975
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